第１４章　物価・家計
卸売物価の動向
　昭和52年の大阪市内卸売物価指数は、年平均で151.8（昭和45年を100とする）となり、昭和51年に比べ1.1パーセント上昇し、前年の7.0パーセントを大幅に下回った。
　品目別に前年からの動きをみると、衣服・身の回り品が8.1パーセント、食料品が6.3パーセント、化学製品が5.1パーセント、家具・建具・什器が4.8パーセント、医薬品・化粧品が4.5パーセントとそれぞれかなりの上昇を示した。一方繊維品は6.5パーセントの大幅な下落となり、建築材料も前年をやや下回った。
消費者物価の動向
　昭和52年平均の大阪市消費者物価指数は、総合指数で118.1 （昭和50年を100とする）となり、昭和51年平均に比べ7.9パーセントの上昇となった。最近年次の対前年上昇率の推移をみると、47年が3.4パーセント、48年が11.5パーセント、49年が24.2パーセント、50年が12.3パーセント、51年が9.5パーセントとなっており、49年をピークに年々低下している。
　費目別に前年からの動きをみると、光熱の13.9パーセントを最高に、雑費の10.5パーセント、住居の6.4パーセント、食料の6.2パーセント、被服の5.2 パーセントと５大費目すべてにわたって上昇を示している。
　これの内訳をみると、光熱では電気ガス代の15.1パーセント、雑費では交通通信の27.7パーセント、教育の19.6パーセント、住居では家賃の12.4パーセント、食料では塩干魚介の16.9パーセント、果物の15.6パーセント、生鮮魚介の12.7パーセント、被服では和服の7.8パーセントなどがそれぞれ大きな上昇率を示している。
　一方、消費者物価の地域差を６大都市別に指数でみると、全国を100として、東京都区部総合109.1 （食料107.5）、横浜市106.1 （同104.2）、京都市105.6（同107.5）、神戸市104.4 （同103.7）、大阪市103.8 （同105.8）、名古屋市103.5 （同104.4）の順となっており、総合では東京都区部が、食料では東京都区部と京都市が最も高くなっている。
家計費の概況
　昭和52年の大阪府勤労者世帯の家計の状況をみると、まず実収入では１世帯平均27万7,081円で、前年（25万9,503円）に比べて6.8パーセントの増加、実質では0.9パーセントの減少となった。内訳をみると世帯主収入は24万7,698円で7.3パーセント増、実質では0.3パーセント減となり、勤め先収入は26万2,747円で6.5パーセント増、実質では1.2パーセント減となった。
　手取り収入(実収入から非消費支出を引く）は25万329円で6.5パーセント増、実質では1.2パーセント減であった。
　一方、消費支出（生計費）は19万8,016円で前年（17万9,975円）に比べて10.0パーセントの増加、実質では2.0パーセントの増加となった。つぎに消費支出を五大費目別にみると、食料費は６万4,558円で前年比8.5パーセント増、住居費は1万8,605円で同11.9パーセント増、被服費は１万9,428円で同9.2パーセント増、雑費は８万7,775円で同9.5パーセント増であった。
　この結果エンゲル係数は32.6パーセントとなり、前年より0.5ポイント低下した。
　又、非消費支出（税金・社会保障費等）は２万6,572円で前年比9.2パーセント増、実支出以外の支出（貯金・保険掛金等）は11万4,211円で4.6パーセント増であった。
　このような勤労者世帯の家計収支のバランスをみると、平均消費性向（消費支出を手取収入で割る）は79.1パーセントで前年を2.5ポイント上回った。又、貯蓄純増（貯金・保険掛金から貯金引出・保険取金を引く）は３万5,922円で前年比4.5パーセント減となり、平均貯蓄性向（貯蓄純増を手取収入で割る）は14.3パーセントで前年より1.7ポイント低下した。
　なお、黒字は５万2,313円で前年比4.9パーセント減であった。
